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 議第１号 

 

 

 

各務原都市計画区域区分の変更について（岐阜県決定） 

 

 

 

 

 

 

 

                      令和６年３月２１日提出  

            岐阜県都市計画審議会 会長  
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 都政第２３８号の３ 

 

岐阜県都市計画審議会    

 

 

各務原都市計画区域区分を次のように変更したいので、

都市計画法第２１条第２項において準用する同法第１８条

第１項の規定により諮問します 

 

 

 

  令和６年２月２８日 

 

             岐阜県 

             上記代表者 岐阜県知事 古田 肇 
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各務原都市計画区域区分の変更（岐阜県決定） 

 

 

各務原都市計画区域区分を次のように変更する。 

 

 

１．市街化区域及び市街化調整区域の区分 

 

  「計画図表示のとおり」 

 

 

２．人口フレーム 

 

年 次 

区 分 

２０２０年 

令和 ２年 

２０３０年 

令和１２年 

都市計画区域内人口 １４２．７千人 １３５．１千人 

 市街化区域内人口 １１４．５千人 １０８．９千人 

 

配分する人口 ― １０８．９千人 

保留する人口 ― ― 

 
（特定保留） ― ― 

（一般保留） ― ― 

 

 

理 由 

本都市計画区域では、1971 年（昭和 46 年）3 月 31 日に区域区分の都市計画

を決定し、その後以降 11 回変更し現在に至っている。 

今回の変更は、幹線道路沿道等において交通利便性を活かした大規模集客施

設等の立地需要が今後も見込まれ、新たな商業系市街地の形成を計画的に進め

ていく必要があることから、市街地拡大の可能性を検討していた既成市街地隣

接地を市街化区域に編入し、地区計画に基づき良好な近隣商業地の形成を図る

ものである。 
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理由書（三井町地区） 

 

各務原都市計画区域は、昭和４６年３月３１日に区域区分の都市計画を当初

決定し、これ以降１１回変更し現在に至っている。 

今回の変更は、令和２年１０月に策定した各務原都市計画区域の整備、開発

及び保全の方針に基づき、幹線道路沿道等において交通利便性を活かした大規

模集客施設等の立地需要が今後も見込まれ、新たな商業系市街地の形成を計画

的に進めていく必要があることから、市街地拡大の可能性を検討していた既成

市街地隣接地の「三井町地区」を市街化区域に編入するものである。 

 

（１）当該地区の現状 

本地区は東西に長い本市市街地の西南部に位置し、（都）一般国道２１号

線沿道の既成市街地に挟まれる市街化調整区域で、東海北陸自動車道岐阜各

務原インターチェンジに至近し、極めて交通利便性に優れた地区となってい

る。 

地区内は農地を主体に住宅や資材置場等が散在するなか、地区外周部にお

いて医療施設等が集約的に立地している。なお、地区西側で隣接する市街化

区域は工業団地（金属団地）、北から東にかけては住居系土地利用の市街化

区域と接している。 

また、地区北東側で隣接する市街化区域外縁の段丘斜面地に土砂災害特別

警戒区域が指定されており、その範囲は地区外周道路と地区側沿道の極めて

小規模な区域（地区面積の約0.1％）である。 

 

（２）当該都市計画の上位計画における位置付け 

本市の最上位計画である各務原市総合計画においては、「笑顔があふれる

元気なまち～しあわせ実感 かかみがはら～」を将来都市像に掲げ、適正な

土地利用の推進に向け、未利用地の有効活用について、その方向性を検討す

るとしている。 

また、各務原都市計画区域マスタープランにおいては、既存産業の高度

化・規模拡大や新規産業の受け皿となる工業用地、交通利便性を活かした大

規模集客施設等の立地需要が今後も見込まれ、新たな工業系及び商業系市街

地の形成を計画的に進めていく必要があることから、市街地拡大の可能性を

検討するとしている。 

さらに、各務原市都市計画マスタープランにおいても、当該地区を土地利

用検討地域として、幹線道路沿道の交通利便性を活かし、工業系及び商業系
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土地利用の展開を検討するとしている。なお、各務原市立地適正化計画で

は、駅周辺や幹線道路沿いの居住誘導区域に近接する市街化調整区域に限定

して、農林漁業との調整措置が整った場合においては区域区分の変更を行う

としている。 

 

（３）当該都市計画の必要性 

本地区が位置する（都）一般国道２１号線沿道においては、優れた交通利

便性により商業業務系施設の立地が進んでおり、今後も見込まれる商業・サ

ービス施設等の立地需要への計画的な対応に加え、地域住民の生活利便性及

び地域活力の向上が期待されている。 

上位計画での位置付けを踏まえ、本地区を市街化区域に編入し、地区計画

により計画的に商業系土地利用を誘導、良好な近隣商業地の形成を図るた

め、区域区分の変更を行うものである。 

 

（４）当該都市計画の妥当性 

１．基盤施設整備の確実性 

本地区の地権者等と民間開発事業者との土地活用に関する協議が平成27

年に開始され、現在、市街化区域編入に合わせて決定する地区計画に基づ

き予定される開発計画事業の用地取得が確実になっている。 

また、誘致する商業施設や道路等の基盤施設計画も決定段階を迎えつつ

あるとともに、各務原市担当部局との協議調整が進められており、都市の

健全な発展と宅地の実供給に資する宅地開発事業の実施が確実である。 

なお、当該都市計画と同時決定の地区計画において、適正な商業環境の

確保に向けた道路の配置や規模、建築物等に関する事項を定め、計画的に

良好な商業地形成を図る。 

 

２．位置の妥当性 

本地区は、東西方向の主軸道路である（都）一般国道２１号線の沿道、

東海北陸自動車道岐阜各務原インターチェンジまで２～３ｋｍの距離に位

置し、極めて交通利便性に優れており、周辺の国道沿いでは沿道立地型商

業業務系施設の立地が進んでいる。 

また、本地区が位置する（都）一般国道２１号線沿道は、上位計画にお

いても近隣商業地としての機能の充実を図る地区と位置づけられるととも

に、大型商業施設を中心に交通利便性を活かした広域的な商業地形成を図

るインターチェンジ周辺北側に隣接するエリアである。 

 



1-6 
 

３．規模の妥当性 

本地区（11.7ha）の９割近くが開発事業用地であり、道路用地等を除い

た約８haの商業用地に物販施設（４店舗、売場面積：約18,000㎡）とサー

ビス施設等（２店舗）が立地予定である。これら店舗等に来店する車両台

数は１日当たり約11,000台／日、その業態から必要な駐車台数は約1,500台

と試算され、沿道型店舗等としての低層型建物と平面駐車場の建物敷地

（約７ha）に、緑地を加えた商業用地規模はおおむね８haであり、開発事

業区域全域が一体的に土地利用転換される予定である。 

 

４．低未利用地の状況 

本地区周辺の市街化区域においては、大規模商業施設による交通流動へ

の対応が困難であるとともに、本都市計画区域内の市街化区域においても

交通利便性に優れた大規模な未利用地は残存していない状況である。 

 

５．土砂災害（特別）警戒区域への対応 

市街化区域へ編入する土砂災害特別警戒区域及び土砂災害警戒区域につ

いては、当該住民の迅速・円滑な避難の実施に向け、現地への立て看板の

設置や、指定区域の大部分を占める市街化区域内を含め「避難すべき区

域」として周知するとともに、「避難情報の判断・伝達マニュアル」に基

づく適切な避難指示等の発令を行う。 

また、土砂災害特別警戒区域については、すべてを道路として整備する

ことで、安全性の確保を図る予定である。 
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議第１号 

 

各務原都市計画区域区分の変更（岐阜県決定）に関する補足説明 

 

１．区域区分の変更予定地区等 

 

随時変更（市街化区域への編入）［１箇所］ 

 

地 区 面 積 理 由 備 考 

三井町地区 約 11.7ha 地区計画 
・市街化区域（第一種住居地域

等）に隣接 

 

２．区域区分の変更理由 

 

１ 地区計画による開発が行われる地区 

・民間開発による計画的な市街地整備が確実な地区。 

・地区計画において、適正な商業環境の確保に向けた道路の配置や規模、

建築物等に関する事項を定め、計画的に良好な商業地形成を図る地区。 

  



1-8 
 

３．区域区分の変更の経緯及び予定 

 

 

令和５年２月２日～ 

 

 

関係機関との下協議 

下協議（中部地方整備局） 

農林漁業調整・環境協議・治水対策等協議 

 

令和５年７月５日から 

令和５年７月１９日まで 

 

素案の閲覧 

（公述の申出なく、公聴会の開催なし） 

 

令和５年８月２２日から 

令和５年１１月１３日まで 

 

関係機関との事前協議（国土交通大臣、農林

水産大臣、経済産業大臣、厚生労働大臣及び

環境大臣） 

 

令和５年１２月１１日から 

令和５年１２月２５日まで 

 

案の縦覧 

（意見書の提出なし） 

 

令和６年１月１９日 

 

各務原市から案に対する回答 

 

令和６年２月２８日 

 

岐阜県都市計画審議会への諮問 

 

令和６年５月（予定） 

 

 

都市計画決定 
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